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■市の予算
区分 7年度当初予算額 対前年度比

①一般会計 833億8,000万円 13.3%増

②特別会計

国民健康保険事業 160億1,411万円 1.6%減
介護保険事業 155億  917万円 0.4%減
墓地事業 7,038万円 57.5%増
後期高齢者医療 32億9,370万円 1.0%増
小計 348億8,736万円 0.8%減

③公営企業
　会計

水道事業 65億1,330万円 11.2%減
公共下水道事業 53億9,345万円 7.0%増
小計 119億  675万円 3.8%減
合計 1,301億7,411万円 7.5%増

　一般会計の当初予算総額は、前年度に比べて13.3％増の
833億8,000万円です。将来を見据えた持続可能な財政運営を
進めながら、総合計画に掲げる将来都市像の実現に向けた施策
を推進するとともに、災害に備えた防災・減災への対策や待機
児童対策を主とした子育て支援策、長期的視点に立ち安全性や
機能を確保する公共施設の老朽化対策など、市民の安心・安全
に配慮した予算編成を行いました。
※�金額の単位をそろえるため、原則１万円未満を四捨五入していますの
で、公表している他の資料と異なる場合があります。
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①一般会計…福祉や教育など市の基本的な経費を扱います。
②特別会計…国民健康保険などの事業を行う場合、特定の収入をその
支出に充てるため、別に会計を設けています。

③公営企業会計…地方公共団体が経営する「企業」の会計のことで、
事業経営に伴う収入をその費用に充てる独立採算制をとっています。

７年度当初予算の総額は 1,301億7,411万円

歳 出
　防災道の駅やちよ整備工事、みどりが丘小学校
分離新設校建設、市民体育館改修などの普通建設
事業費や児童手当などの扶助費、標準準拠システ
ム移行に伴う業務委託料などの物件費などが増額
となっています。グラフの（　）内は前年度比。

歳出
（性質別経費）
833億8,000万円

（13.3%増）

歳出
（目的別経費）
833億8,000万円

（13.3%増）
民生費

371億7,753万円
（9.4%増）

衛生費
73億1,730万円
（16.5%増）

公債費
49億8,373万円
（4.1%減）

総務費
94億5,085万円（13.2%増）

物件費

164億1,809万円
（12.9%増）

消耗品や備品の購入費、
委託料など

普通建設事業費

131億1,940万円
（52.1%増）

道路、学校など公共施設
の建設など

繰出金

62億9,303万円（1.6%増）
特別会計へ支出する経費

人件費

129億1,652万円
（5.5%増）

職員給与や議員報酬など

補助費等

48億6,925万円
（21.4%増）

負担金や補助金など

公債費

49億8,373万円（4.1%減）
市債の償還に要する経費

その他
10億1,171万円
（18.4%減）

農林水産業費
26億1,320万円
（430.2%増）

土木費
39億3,841万円
（8.0%減）

教育費
142億6,714万円
（26.0%%増）

扶助費

239億310万円
（9.8%増）

児童や高齢者、障害者な
どを支援するための経費

その他

２億775万円
（34.3%減）

積立金・予備費
維持補修費

３億1,549万円（0.5%減）
公共施設などの維持管理に要する経費

貸付金

３億5,364万円
（3.6%増）

所定の期日に返済してもらう
約束で貸すための経費

消防費
26億2,013万円（8.9%増）

一人当たりに換算すると… 民生費

教育費

総務費

衛生費

公債費

17万9,869円

６万9,026円

４万5,724円

３万5,402円

２万4,112円

高齢者・障害者・
児童の福祉など
学校の管理運営や整備、
文化・スポーツ振興など
市の運営や市民活動、
防犯・防災など
医療、保健、ごみ処理、
環境保全など
長期借入金の
返済金など

土木費

消防費

その他

１万9,055円

１万2,676円

１万2,643円

4,895円

道路、橋、公園の整備
など
消防活動や施設の維持・
管理、救急活動など
農業・園芸振興、農業の郷の運営・
管理、農業委員会の運営など

議会、商工振興など

※令和６年12月末現在（206,692人）を基に一人当たりの予算額を計算
　しています。

16万2,002円/人
前年度 15万613円/人

市税額
40万3,402円/人

前年度 35万7,539円/人

予算額（一般会計）
農林
水産業費


